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反 対

議案第26号

以下の３つの理由で、反対する。

　１つ目は、多額な税金を投入し、民間企業の行う大型

商業施設の誘致を進めていることである。本来、地方自

治体が行うべきは、大型開発による大企業依存の市政運

営ではなく、地域経済を支えている農家や地元の中小商

工業者の営業を支援し、市民の暮らしを豊かにし、地域

経済の活性化を図るべきである。

　２つ目は、１カ所に集中させる新庁舎建設ではなく、

市役所の業務や防災については、総合支所や公民館など

を活用し、市民サービスの向上と地域の活性化にも必要

な分庁方式を維持すべきである。

　３つ目は、平成３０年度末の財政調整基金残高が、適

正な残高をはるかに超える１２２億円であり、自主財源

が少ないとしても、あまりにも多額な残高である。適正

な財政調整基金を維持することは、当然であるが、市民

の要望、暮らしや福祉・教育にこそ活用すべきである。

鈴木　三男

平成３０年度深谷市一般会計歳入歳出決算認定

討論

　

10
月
か
ら
保
育
園
な
ど
の
３
歳
～
５
歳
児
も
幼
稚
園
と

同
じ
く
主
食
費
と
副
食
費
（
お
か
ず
代
）
を
直
接
保
育
園

な
ど
に
支
払
う
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
年
収
３
６
０
万
円

未
満
の
世
帯
と
第
３
子
以
降
は
、
副
食
費
を
免
除
す
る
条

例
改
正
で
す
。

　
　

年
収
３
６
０
万
円
未

　
　

満
の
世
帯
と
第
３
子

以
降
の
副
食
費
は
免
除
す

る
と
あ
る
が
、
年
収
３
６

０
万
円
を
超
え
る
世
帯
の

第
３
子
以
降
の
副
食
費
も
、

免
除
さ
れ
る
の
か
。

　
　

免
除
さ
れ
る
。
国
の

　
　

基
準
で
は
、
保
育
園

な
ど
に
就
学
前
の
子
ど
も

が
２
人
以
上
い
る
場
合
は
、

３
人
目
以
降
の
子
の
副
食

費
を
免
除
し
、
ま
た
、
幼

稚
園
で
は
、
同
じ
世
帯
に

小
学
３
年
生
ま
で
の
子
ど

も
が
２
人
以
上
い
る
場
合

は
、
３
人
目
の
子
ど
も
以

降
の
副
食
費
を
免
除
す
る

と
し
て
い
る
。
市
で
は
、

保
育
園
な
ど
に
３
人
い
な

い
場
合
で
も
、
３
人
目
以

降
の
子
ど
も
で
あ
れ
ば
、

副
食
費
を
免
除
す
る
。

　
　

そ
の
上
乗
せ
す
る
予

　
　

算
は
い
く
ら
か
。

　
　

お
よ
そ
１
１
０
０
万

　
　

円
で
あ
る
。

　
　

保
育
園
の
３
歳
～
５

　
　

歳
の
子
ど
も
の
副
食

費
は
、
こ
れ
ま
で
保
育
料

に
含
ま
れ
、
保
育
料
と
し

て
市
に
支
払
っ
て
い
た
が
、

条
例
改
正
で
ど
う
な
る
の

か
。

　
　

10
月
か
ら
は
保
育
園

　
　

も
幼
稚
園
と
同
様
に
、

副
食
費
を
主
食
費
と
と
も

に
直
接
保
育
園
に
支
払
う
。

Q

QQ

A

AA

特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び

  

特
定
地
域
型
保
育
事
業
の
運
営
に

　

   

関
す
る
基
準
を
定
め
る
条
例

改正

特
定
教
育
・
保
育
施
設
の

利
用
者
負
担
額
等
に
関
す
る
条
例

改正
　

子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
の
改
正
に
よ
り
、
10
月
か
ら

保
育
園
な
ど
の
３
歳
～
５
歳
児
の
保
育
料
が
、
幼
稚
園
と

同
様
に
無
料
と
な
り
ま
す
。
保
育
園
な
ど
の
０
歳
～
２
歳

児
の
保
育
料
は
、
住
民
税
の
非
課
税
世
帯
の
み
が
無
料
と

な
る
条
例
改
正
で
す
。

　
　

保
育
士
の
配
置
な
ど

　
　

の
基
準
が
緩
く
、
子

ど
も
の
安
全
や
保
育
の
質

に
問
題
が
あ
る
保
育
施
設

も
、
無
償
化
の
対
象
に
な

る
の
か
。

　
　

待
機
児
童
解
消
の
た

　
　

め
に
必
要
な
の
で
、

無
償
化
の
対
象
に
な
る
。

　
　

認
可
外
保
育
施
設
の

　
　

利
用
料
は
、
無
料
と

な
る
の
か
。

　
　

利
用
料
に
つ
い
て
は
、

　
　

保
育
の
必
要
性
の
認

定
が
あ
れ
ば
、
０
歳
～
２

歳
児
は
住
民
税
非
課
税
世

帯
の
み
月
４
万
２
千
円
ま

で
、
３
歳
～
５
歳
児
は
月

３
万
７
千
円
ま
で
が
無
料

と
な
る
。

　
　

保
育
料
を
無
償
化
す

　
　

る
こ
と
に
よ
り
市
の

負
担
は
、
増
加
す
る
の
か
。

　
　

国
か
ら
の
交
付
金
や

　
　

負
担
金
で
無
償
化
の

費
用
に
充
て
る
た
め
増
加

し
な
い
。

　
　

保
育
園
の
０
歳
～
２

　
　

歳
児
の
住
民
税
非
課

税
世
帯
の
保
育
料
は
無
料

と
な
る
が
、
住
民
税
課
税

世
帯
の
保
育
料
は
、
無
料

に
な
ら
な
い
。
免
除
や
減

免
、
補
助
な
ど
の
軽
減
は

な
い
の
か
。

　
　

軽
減
は
な
い
が
、
第

　
　

３
子
以
降
の
保
育
料

は
、
無
料
に
な
る
。

Q

QQ

Q A

A

A

A

私
た
ち
が
決
算
を

審
査
し
ま
し
た

平成30年度決算　

決
算
審
査
は
、
決
算

の
正
確
性
の
検
証
を
中

心
に
、
予
算
の
執
行
が

適
正
で
あ
る
か
、
財
務

に
関
す
る
事
務
が
法
令

に
準
拠
し
て
処
理
さ
れ

て
い
る
か
な
ど
に
主
眼

を
お
き
、
６
月
14
日
か

ら
８
月
６
日
ま
で
の
期

間
に
行
い
ま
し
た
。

　

平
成
30
年
度
は
、
第

２
次
深
谷
市
総
合
計
画

の
初
年
度
で
あ
り
、
計

画
に
掲
げ
た
「
元
気
と

笑
顔
の
生
産
地　

ふ
か

や
」
の
将
来
都
市
像
の

実
現
に
向
け
、
各
種
の

施
策
が
実
施
さ
れ
ま
し
た
。 　

し
か
し
な
が
ら
、
将

来
的
な
人
口
減
少
や
急

速
に
進
む
高
齢
化
、
公

共
施
設
の
老
朽
化
等
に

よ
り
、
本
市
を
取
り
巻

く
環
境
は
厳
し
い
状
況

に
あ
り
ま
す
。
社
会
保

障
費
等
の
増
加
に
よ
り
、

財
政
硬
直
化
の
傾
向
は
、

否
定
で
き
ま
せ
ん
。
今

後
も
、
歳
入
の
増
加
と

歳
出
の
削
減
に
努
め
、

健
全
な
財
政
運
営
が
図

ら
れ
る
こ
と
を
望
み
ま

す
。

三田部恒明監査委員 野口髙一監査委員

条例改正・採決表

危険空き家に対する具体的な取り組みは。

本市では毎年６月に危険空き家の所有者だけでな
く、全ての空き家の所有者に対し、適正管理や利
活用を促す通知を発送している。

Q

A

空き家対策事業

平成29年度の危険空き家は、何軒解消されたのか。

平成 29年度の危険、またはやや危険空き家 272
軒のうち、平成 30年度中に解消されたのは 32
軒である。

Q

A

下水道区域、農業集落区域内に合併処理浄化槽、
単独処理浄化槽が何基あるか。

その区域の数については、把握してない。市内
全域の数値として、合併処理浄化槽については
6,072基、単独処理浄化槽は 4,743基、汲み取
り便槽は 2,700基程度と推定している。

Q

A

公共下水道を利用している水洗化率は。

水洗化率は、90．5％である。

Q

A

汚水処理対策事業

暮らし・協働
-主な事業費-
清掃センター負担金　　 約11億
下水道事業会計繰出金 　約10億
道路維持管理　　　　 　約  4億
道路新設改良　　　　 　約  5億
ごみ収集委託　　　　　 約  4億

770万円
8,588万円
7,913万円

23万円
1,057万円

（千円単位四捨五入）

市の蓄えってあるの？

（３０年度決算時）

財政調整基金

約 122 億
6,861万円

　

深
谷
市
の
全
基
金
（
16
基
金
）

の
残
高
は
約
２
３
８
億
円
で
、
多

く
の
基
金
は
目
的
基
金
で
す
。

　

財
政
調
整
基
金
と
は
年
度
間
の

財
政
調
整
機
能
を
持
ち
、
市
財
政

の
余
裕
度
を
見
る
と
き
に
こ
の
基

金
の
残
高
を
比
較
す
る
こ
と
が
一

般
的
で
す
。
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富
田
　
　
勝

茂
木
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郎
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夫
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田
　
義
徳

清
水
　
健
一

柴
崎
　
重
雄

馬
場
　
　
茂

武
井
　
伸
一

湯
本
　
哲
昭

石
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克
正

松
本
　
政
義

永
田
　
勝
彦

髙
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博
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仲
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稔

三
田
部
恒
明

五
間
く
み
子

中
矢
　
寿
子

佐
久
間
奈
々

鈴
木
　
三
男

村
川
　
徳
浩

加
藤
　
利
江

平
成
30
年
度

一般会計歳入歳出決算認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

議
長

○ ○ ○ ○ ○

欠
席

○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ 認定
国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 認定
後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 認定
国済寺土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 認定
岡中央土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 認定
水道事業会計利益の処分及び決算認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決・認定
下水道事業会計利益の処分及び決算認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決・認定

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する
基準を定める条例の一部改正 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ 可決

家庭的保育事業者等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ 可決
特定教育・保育施設の利用者負担額等に関する条例の一部改正 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
地区計画区域内における建築物の制限に関する条例の一部改正 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
工事請負契約の締結（ふかや花園駅前土地区画整理事業造成工事） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ 可決
令和元年度一般会計補正予算（第３号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
令和元年度一般会計補正予算（第４号） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
財産の取得（渋沢栄一アンドロイド） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

※会派名は、共産党は日本共産党です。 ※議長は可否同数のみ採決に参加します。 ※○は賛成、×は反対です。

9月定例会　議案に対する各議員の賛否（一部掲載）


